
議案第１１号 交野市職員旅費条例の一部を改正する条例について

２．条例改正の目的

国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号）の一部改正を鑑み、国との権衡を図る
ため、旅費に係る規定を整備し、所要の文言修正等の改正を行う。

参考資料 総務部人事課

３．条例改正の主な内容

１．改正する条例

交野市職員旅費条例

旅費種目を鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当及び宿泊料から鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、
宿泊費、包括宿泊費及び宿泊手当とし、内容について以下のとおり改正を行う。

旅費種目
種目内容の主な改正

現行 改正後

鉄道賃 急行料金に距離制限有 急行料金の距離制限を撤廃

宿泊費
（現行：宿泊料）

定額支給方式 上限付き実費支給方式

宿泊代金及び夕朝食代の掛かり増
しを含む宿泊に伴う諸雑費を賄う
ためのもの

宿泊代金のみ



参考資料 総務部人事課

旅費種目
種目内容の主な改正

現行 改正後

宿泊手当
（現行：日当）

金額
市長・副市長 ３，０００円
係長級以上 ２，０００円
その他 １，７００円

定額 ２，４００円（※）

構成要素
昼食代を含む諸雑費及び目的地内
を巡回するための交通費を賄うも
の

夕朝食代の掛かり増しを含む宿泊に
伴う旅行に必要な諸雑費に充てるた
めのもの

包括宿泊費
（新設）

パック旅行（移動及び宿泊が一体となったもの）に関する旅費を新設し、
交通費の額と宿泊費基準額の合計額を上限とする。

４．施行期日

令和７年４月１日

※…下記の内容に該当するときは、下記の額とする。
①宿泊手当又は包括宿泊費に朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれる場合 定額の３分の２の額
②宿泊手当又は包括宿泊費に朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合 定額の３分の１の額
③旅行中自宅(住所又は居所若しくはこれに相当する場所)に宿泊する場合 支給しない



別記様式第３号（第８条関係） 
【議会基本条例第 10 条第 1 項関係】 

政策等情報の説明資料 
      令和７年３月定例会 

議案の 
件 名 

議案第１１号 
交野市職員旅費条例の一部を改正する条例について 

政策等 
の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 
その他

（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 
 この改正は、旅費に関する事項を定めることを目的とする。 
 
 
 

 この改正については、府下他市町村についても概ね実施予定である。 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 
総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 
 国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号）の一部を

改正する法律の成立を鑑み、国との権衡を図る観点から、必要な措置を行う

もの 
 

社会情勢の変化に対応し旅費制度を見直すことで、旅費の適正な支出を図ることが

できる。 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 
 国家公務員の旅費制度の見直しを目的として、令和６年５月に、国家公務

員等の旅費に関する法律の一部を改正する法律が公布され、これを施行する

ための政省令が同年９月及び１２月に公布された。このため、国の制度との

権衡を図る観点から旅費に係る規定を整備し、改正を行う必要が生じた。 

まちづくりの目標 
政策分野または経営方針 
施策 

目  標 ― 

分野・方針 効率的・効果的な行政運営 

施  策 その他 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  
 
 
 

〈政策等の実施時期〉 令和７年４月１日 
担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 
総務部 人事課  有 ・ 無（新旧対照表等） 

 



 

交野市職員旅費条例（昭和３０年条例第２１号）新旧対照表 

新 旧 

目次 

第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 交通費（第６条―第９条） 

第３章 宿泊費等（第１０条―第１２条） 

第４章 退職者等の旅費等（第１３条・第１４条） 

第５章 外国旅行の旅費（第１５条） 

第６章 雑則（第１６条―第２０条） 

附則 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０

４条第３項及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４

条第５項の規定に基づき、公務のため旅行する職員の旅費に関し必

要な事項を定めるものとする。 

 

（旅費の支給）  

第２条 本市の職員（特別職の非常勤職員及び地方公務員法        

                   第２２条の２第１項第１号に掲げる職員を除

く。以下同じ。）が公務のため旅行するときは、この条例の定める

ところにより              旅費を支給する。 

第１条 本市の職員（特別職の非常勤職員及び地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号に掲げる職員を除

く。以下同じ。）が公務のため旅行するときは、この条例の定める

ところにより、別表に掲げる旅費を支給する。 

 第２条 削除 

（旅費の計算）  

第３条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして次章

及び第３章に定める種目及び内容に基づき、最も経済的な通常の経

第３条 旅費は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料とし  

                                      、最も経済的な通常の経
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路及び方法により旅行した場合によつて計算する。ただし、公務上

の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常

の経路又は方法により  旅行し難い場合には、その現によつた経路

及び方法によつて計算する。 

路及び方法により旅行した場合により支給  する。ただし、公務上

の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常

の経路又は方法によつて旅行し難い場合には、その現によつた経路

及び方法による          。 

（旅費の種目及び内容） 

第４条 前条に規定する旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その

他の交通費、宿泊費、包括宿泊費及び宿泊手当とし、これらの内容

については、次章及び第３章の定めるところによる。 

 

第４条 鉄道旅行、水路旅行、空路旅行又は陸路旅行中における年度

の経過、職務の変更等により旅費を区分して計算する必要がある場

合においては、最初の目的地に到着した日を以て、その路程を区分

し計算する。 

第５条 削除 第５条 視察又は講習を受ける等のため旅行するときは、市長はこの

条例により計算した旅費額の範囲内でその旅費額を減じて支給す

ることができる。常時出張する必要がある職員については特にその

旅費額を定め、月額又は日額をもつて、これを支給することができ

る。 

第２章 交通費 

（鉄道賃） 

第６条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第

２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正

１０年法律第７６号）第１条第１項に規定する軌道その他規則で定

めるものをいう。第９条において同じ。）を利用する移動に要する

費用とし、その額は、別表に掲げる運賃、急行料金、座席指定料金、

特別車両料金及び付随費用の額の合計額とする。 

（船賃） 

第２章 鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃 

 

第６条 鉄道旅行には鉄道賃、水路旅行には船賃、空路旅行には航空

賃、陸路旅行には車賃を支給する。 

２ 空路旅行とは、市長が公務上緊急その他の事情により航空機の利

用を認めた場合をいう。 

３ 陸路旅行とは、陸上の旅行にして鉄道によらないものをいう。 

第７条 鉄道賃の額は、別表に掲げる鉄道賃、急行料金及び特別車両

料金による。 
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第７条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第

２条第２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶その他規則

で定めるものをいう。第９条及び別表において同じ。）を利用する

移動に要する費用とし、その額は、別表に掲げる運賃、座席指定料

金、特別船室料金及び付随費用の額の合計額とする。 

（航空賃） 

第８条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第

２条第１８項に規定する航空運送事業の用に供する航空機その他

規則で定めるものをいう。次条及び別表において同じ。）を利用す

る移動に要する費用とし、その額は、別表に掲げる運賃、座席指定

料金及び付随費用の額の合計額とする。 

（その他の交通費） 

第９条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移

動に要する費用であつて次に掲げるもの（第２号及び第３号に掲げ

る費用は、公務のため特に必要とするものに限る。）及び別表に掲

げる付随費用とし、その額は、同表に掲げるとおりとする。 

（１） 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イ

に掲げる一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行

する自動車により乗合旅客の運送を行うものに限る。）の用に供

する自動車を利用する移動に要する運賃 

（２） 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運

送事業の用に供する自動車その他の旅客を運送する交通手段（前

号に規定する自動車を除く。）を利用する移動に要する運賃 

２ 船賃の額は、別表に掲げる船賃及び特別船室料金による。 

３ 航空賃の額は、別表に掲げる航空賃による。 

４ 車賃の額は、路程に応じ別表に掲げる車賃による。 

第８条 削除 

第９条 公用の船車等により旅行する場合においては、鉄道賃、船賃

又は車賃はこれを支給しない。 
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（３） 前２号に掲げる運賃以外の費用であつて、道路運送法第８

０条第１項の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動

車の賃料その他の移動に直接要する費用 

第３章 宿泊費等 

（宿泊費） 

第１０条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、別

表に掲げる額（次条及び別表において「宿泊費基準額」という。）

とする。ただし、当該宿泊に係る特別な事情がある場合として規則

で定める場合は、当該宿泊に要する費用の額とする。 

（包括宿泊費） 

第１１条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支

払われる費用とし、その額は、当該移動に係る前章及び別表の規定

による交通費の額及び当該宿泊に係る宿泊費基準額の合計額とす

る。 

（宿泊手当） 

第１２条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるため

の費用とし、その額は、別表に掲げる１夜当たりの定額とする。た

だし、規則で定める場合にあつては、当該定額を基準として規則で

定めるところにより計算した額とし、又は支給しない。 

第３章 日当及び宿泊料 

 

第１０条 日当は日数に応じ宿泊料は夜数に応じて別表に掲げる額

を支給する。水路旅行及び空路旅行には天災その他、止むを得ない

事由により上陸宿泊した場合の外は宿泊料を支給しない。 

第１１条 旅行日数は、公務のため要した日数による前条の日数の計

算については、公務のため出張地に滞在した日数及び途中天災その

他やむを得ない理由で要した日数を除く外、鉄道旅行には４００キ

ロメートル、水路旅行には２００キロメートル、陸路旅行には５０

キロメートルにつき１日の割で通算した日数を超えることはでき

ない。ただし、１日未満の端数はこれを１日とする。 

第１２条 宿泊を要しない出張で、その行程が１００キロメートル以

上の場合の日当の額は定額の２分の１、その行程が１００キロメー

トル未満の場合の日当の額は定額の４分の１の額とする。 

２ 第１０条及び前項の規定にかかわらず、大阪府内における宿泊を

要しない出張については、日当を支給しない。 

第４章 退職者等の旅費等     第４章 解職及び退職者の旅費 

第１３条 職員が旅行中に退職、免職（解職を含む。）、失職又は休

職（以下この条において「退職等」という。）となつた場合（当該

退職等に伴う旅行を必要としない場合を除く。）には、その者に対

第１３条 旅行中解職となつたときは、前職に相当する帰郷旅費を支

給する。ただし、刑に処せられ又は懲戒処分により解職せられたも

のはこの限りでない。 
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し、前職の旅費に準じて旅費を支給する。ただし、その者が地方公

務員法第１６条各号若しくは第２９条第１項各号に掲げる事由又

はこれらに準ずる事由により退職等となつたときは、この限りでな

い。 

第１４条 職員が退職した場合において、事務引継その他残務整理の

ため        旅行を命ずるときは、その者に対し、前職の旅費に準

じて旅費を支給する。 

第１４条 事務引継又は                             残務整理の

ため退職者に旅行を命ずるときは、前職相当の                  

    旅費を支給する。 

第１５条       職員が公務のため外国へ旅行するときは、国家公務

員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号）に基づいて

算出した額を支給する。 

第１５条 本市の職員が公務のため外国へ旅行するときは、国家公務

員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号）に基づいて

算出した額を支給する。 

（旅費の調整等）  

第１６条 職員が本市以外の者から旅費の支給      を受けるとき

は、この条例による旅費はこれを支給しない。ただし、その受ける

額がこの条例による旅費額より少ないときは、その差額を支給す

る。 

第１６条 国府県又は他の公共団体等より旅費の支弁を受けるとき

は、本条例  による旅費はこれを支給しない。ただし、その受ける

額が本条例  による旅費額より少ないときは、その差額を支給す

る。 

第１７条 出張等の命令を受け旅費の支給を受けることができる者

が、旅行命令の変更（取消しを含む。第３号において同じ。）を受

け、又は死亡した場合その他規則で定める場合には、当該旅行のた

め既に支出した金額のうちその者の損失となる金額又は支出を要

する金額で次の各号に掲げるものを旅費として支給することがで

きる。 

（１） 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費については、別

表に掲げる各費用について、第３条、第２章及び同表の規定によ

第１７条 出張等の命令を受け旅費の支給を受けることができる者

が、その出発前に旅行命令等を取り消され、若しくは変更され、又

は死亡した場合において当該旅行のためすでに支出した金額があ

るときは、当該金額のうちその者の損失となつた金額（鉄道賃、船

賃、航空賃若しくは車賃又はホテル、旅館その他の宿泊施設の利用

を予約するため支払つた金額で、所要の払いもどし手続きをとつた

にもかかわらず、払いもどしを受けることができなかつた額。ただ

し、その額は、その支給を受ける者が当該旅行について、この条例
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り計算した額と現に支払つた額で所要の払戻手続をとつたにも

かかわらず払戻しを受けることができない額又は所要の取消手

続をとつたにもかかわらずなお支払う必要がある額を比較し、当

該各費用ごとのいずれか少ない額の合計額 

（２） 宿泊費及び包括宿泊費については、当該各種目について第

３条、第１０条及び第１１条並びに別表の規定により計算した額

と現に支払つた額で所要の払戻手続をとつたにもかかわらず払

戻しを受けることができない額又は所要の取消手続をとつたに

もかかわらずなお支払う必要がある額を比較し、当該各種目ごと

のいずれか少ない額の合計額 

（３） 前２号に掲げる金額のほか、手数料その他の旅行命令の変

更その他この条に規定する事由の発生に伴い支給する必要があ

るものとして任命権者が認めた額 

により支給を受けることができた鉄道賃、船賃、航空賃、車賃又は

宿泊料の額をそれぞれ超えることができない。）を旅費として支給

する。ただし、この場合において支給できる旅費は、損失となつた

ことを証するものがあるものに限るものとする。 

第１８条 職員が上級職員に随伴して旅行するときは、第６条、第７

条、第１０条、第１１条及び別表の規定にかかわらず、鉄道賃、船

賃、宿泊費及び包括宿泊費については、当該上級職員の支給額によ

ることができる。 

第１８条 職員が上級職員に随伴して旅行するときは、第１条による

別表旅費額                    の規定にかかわらず、鉄道賃、船

賃、車賃及び宿泊料      については、当該上級職員の支給額によ

ることができる。 

（旅費の支給額の上限） 

第１９条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費に係る旅費の支

給額は、別表に掲げる各費用について、第３条、第２章及び同表の

規定により計算した額と現に支払つた額を比較し、当該各費用ごと

のいずれか少ない額を合計した額とする。 

２ 宿泊費及び包括宿泊費に係る旅費の支給額は、当該各種目につい
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て、第３条、第１０条及び第１１条並びに別表の規定により計算し

た額と現に支払つた額を比較し、当該各種目ごとのいずれか少ない

額を合計した額とする。 

（委任）  

第２０条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定め

る。 

第１９条 この条例に定める外        、必要な事項は、市長が定め

る。 

別表 

区分

  

 

 

 

 

 

 

職員 

運賃 第９条

各号に

掲げる

費用 

宿泊費

基準額

（１夜

に つ

き） 

宿泊手

当（１

夜につ

き） 

鉄道賃 船賃 航空賃 

運賃の

等級を

２階級

に区分

する線

路の場

合 

運賃の

等級を

設けな

い線路

の場合 

運賃の

等級を

３ 階

級、４

階級に

区分す

る航路

の場合 

運賃の

等級を

２階級

に区分

する航

路の場

合 

運賃の

等級を

設けな

い航路

の場合 

特別

職

（市

長・

副市

長） 

上級の

運賃 

実費 １等の

運賃 

上級の

運賃 

実費 実費 実費 １５，

０００

円 

２，４

００円 

別表 

区分

職員 

鉄道賃 船賃 航空

賃 

車賃 日 当

１ 日

に つ

き 

宿 泊

料 １

夜 に

つき 

運 賃 の

等 級 を

２ 階 級

に 区 分

す る 路

線 の 場

合 

運 賃 の

等 級 を

設 け な

い 路 線

の場合 

運賃の

等級を

３ 階

級、４

階級に

区分す

る航路

の場合 

運賃の

等級を

２階級

に区分

する航

路の場

合 

運 賃

の 等

級 を

設 け

な い

航 路

の 場

合 

特 別

職（市

長・副

市長）

上 級 の

運賃 

実費 １等の

運賃 

上級の

運賃 

実費 実費 実費 円

３，０

００

円

１５，

００

０

係 長

級 以

上 の

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 円

２，０

００

円

１２，

５０
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係長

級以

上の

職 

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 １２，

５００

円 

同上 

その

他の

職員 

下級の

運賃 

同上 ２等の

運賃 

下級の

運賃 

同上 同上 同上 １１，

５００

円 

同上 

急行

料金 

職員が、運賃に加えて別に急行料金を徴する客車を運行する線

路による旅行をする場合において、公務のため特に必要である

ときにその実費を支給することができる。 

座席

指定

料金 

職員が、運賃に加えて別に座席指定料金を徴する客車を運行す

る線路、船舶を運行する航路又は航空機を運行する航空路によ

る旅行をする場合において、公務のため特に必要であるときに

その実費を支給することができる。 

特別

車両

料金 

特別職及び係長級以上の職員が、運賃に加えて別に特別車両料

金を徴する客車を運行する線路による旅行をする場合におい

て、公務のため特に必要であるときにその実費を支給すること

ができる。 

特別

船室

料金 

特別職及び係長級以上の職員が、運賃に加えて別に特別船室料

金を徴する船舶を運行する航路による旅行をする場合におい

て、公務のため特に必要であるときにその実費を支給すること

ができる。 

付随職員が付随費用を支払う場合において、公務のため特に必要で

職 ０

そ の

他 の

職員 

下 級 の

運賃 

同上 ２等の

運賃 

下級の

運賃 

同上 同上 同上 円

１，７

００

円

１１，

５０

０

急 行

料金 

特別急行料金を

支給する場合 

条例第１条に規定する職員が、特別急行列車

を運行する路線による旅行で、片道１００キ

ロメートル以上の場合 

普通急行料金を

支給する場合 

条例第１条に規定する職員が、普通急行列車

を運行する路線による旅行で、片道５０キロ

メートル以上の場合 

特 別

車 両

料金 

特別職並びに係長級以上の職員が、特別車両料金を徴する客車

を運行する路線による旅行をする場合に支給することができ

る。 

特 別

船 室

料金 

特別職並びに係長級以上の職員が、特別船室料金を徴する船舶

を運行する航路による場合に支給することができる。 

備考 新幹線鉄道（全国新幹線鉄道整備法（昭和４５年法律第７１

号）に規定する新幹線鉄道をいう。）を利用して旅行するときは、

その利用する新幹線の行程が片道１００キロメートル未満であつて

も特別急行料金を支給することができる。 
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費用 あるときにその実費を支給することができる。 

備考 付随費用とは、鉄道賃、船賃及び航空賃については、運賃に

加えて別に支払う費用であつて、運賃、急行料金、座席指定料金、

特別車両料金又は特別船室料金に付随するものをいい、その他の

交通費については、第９条各号に掲げる費用に付随する費用をい

う。 

 


